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序序章章  

１１  目目的的  

（１）背景 

本県では、これまで各種汚水処理事業を計画的に推進し、下水処理人口普及率は全県で

83.7％（令和 3 年度末）、汚水処理人口普及率は 93.9％（令和 3 年度末）まで整備されて

いる。 

今後、人口減少による汚水処理水量の減少に伴う使用料収入の減少や担当職員数の減少

による執行体制の脆弱化、集中豪雨に備えた浸水対策、大規模地震に備えた対策、老朽化

した農業集落排水施設やし尿処理場のあり方等、汚水処理施設をとりまく事業環境は一層

厳しさを増すと考えられる。加えて既存施設の老朽化対策事業の増大や、未普及の解消な

ど、多くの課題を解決する必要に迫られている。 

汚水処理事業の広域化・共同化は、これらの課題を解決する手段の一つであり、総務省・

環境省・農林水産省・国土交通省の連名で令和 4 年度までに都道府県単位で「広域化・共

同化計画」を策定することを要請している。 

（２）計画の位置づけ 

本計画は、福岡県汚水処理構想の一部として位置づけており、市町村の作成する 10 年

概成アクションプランに基づく施設整備と整合を図りながら、市町村や県が運営する下水

道事業について、持続可能な事業運営を確保する必要がある。 

このため、本計画は、汚水処理事業の広域化・共同化実施による課題解決の可能性を全

県域で検討し、「福岡県汚水処理事業広域化・共同化計画」として策定するものである。 

 

 
 

福岡県汚⽔処理構想 
●整備・運営管理⼿法を定めた整備計画 
・１０年概成を⽬標としたアクションプラン 

・⻑期的（２０〜３０年）な整備・運営管理内容 

●広域化・共同化計画（市町村をまたぐ広域連携に関わる取組を記載） 

・短期的（5 年程度）、中期的（10 年程度）な実施計画 

・⻑期的な⽅針（10〜30 年） 
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２２  県県内内汚汚水水処処理理事事業業のの概概要要  

（１）汚水処理整備状況 

ア 福岡県全体 

本県では、下水道・集落排水・コミュニティプラント（コミプラ）含むその他集合汚水処

理事業や、合併浄化槽による汚水処理を各地域の地勢や情勢に合わせて推進、実施しており、

汚水処理人口普及率は 93.9％（令和 3 年度末）と、全国平均の 92.6％より高い状況となっ

ている。 

また、福岡県では、28 市町と連携して 8 つの流域下水道事業を実施するなどして、下水道

の積極的な整備に努めている。 

 
 
 

事業名
実施

市町村数
処理施設数
（箇所）

汚水処理人口
（千人）

人口普及率
（％）

公共下水道 47市町 49 4,265 83.7

集落排水 25市町 64 52 1.0

コミプラ 8市町 14 8 0.2

合併浄化槽 59市町村 - 458 9.0

合計 - 127 4,783 93.9

※令和3年度末時点

福岡県の汚水処理事業の概要
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イ 各市町村 

汚水処理人口普及率を市町村単位で見た場合、春日市など 29 市町村では人口普及率

90.0％以上となっているが、普及率が 50％以下となる自治体も散見される。そのため、今後

は福岡県全体で汚水処理人口普及率の向上を図り、自治体間での差を少なくする取組が求め

られる。 

 

 

汚水処理人口普及率別自治体数

区分 90％以上 80～90％ 70～80％ 60～70％ 50～60％ 50%未満

該当自治体 29 7 9 5 3 7

※令和3年度時点  
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（２）汚水処理構想 

本県では、福岡県汚水処理構想を策定している。汚水処理構想は、下水道、集落排水、合

併処理浄化槽及びコミュニティプラント（コミプラ）の汚水処理施設の人口普及率 100％を

目指して、各汚水処理施設の効率的かつ効果的な整備を図るために汚水処理区域と汚水処理

人口の分担率を定めたマスタープランである。 

平成 7 年度に各市町村の実情に即した計画として県がとりまとめ、平成 15 年度及び平成

20 年度に見直しを行いながら汚水処理施設の整備を推進してきた。現在の構想は、人口減少

など社会情勢の変化等に対応するため、平成 28 年度に見直したものである。 

 

福岡県 
汚⽔処理構想 

汚⽔処理⼈⼝普及率 
下⽔道 集落排⽔ 合併浄化槽 コミプラ 合計 

中期⾒通し（令和 7 年度） 86.4％ 1.0％ 8.2％ 0.1％ 95.7％ 

※令和 7 年度における概成：汚水処理人口普及率 95％ 
 

 

市 
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３３  汚汚水水処処理理事事業業のの現現状状とと課課題題  

（１）人 

ア 行政人口 

本県の人口は、令和 2 年度まで増加傾向であり以降 10 年間程度は横ばいと想定されてい

る。しかし、それ以降は全国の減少率と同程度の割合で人口減少が続くと考えられる。この

ため、汚水処理水量の減少に伴う既存施設の非効率化や使用料収入の減少が懸念される。 

 

 
データ出典：S４０～R２、国勢調査より 

R７年～R２７、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口より 

イ 職員数 

下水道職員は、近年 10 カ年では大幅な変化は見られないが、県内の人口減少に伴う職員

数不足により、技術力及び作業能力の低下が発生すると考えられる。 

また、年齢・職種別に確認すると、40 代以上の職員が半数以上を占めているため、職員の

高齢化が顕在化していることがわかる。 

 
データ出典：下水道統計 

推計値 
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データ出典：市町村アンケート(R2 年度末)より 
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（２）モノ 

ア 処理場数 

県内では令和 3 年度現在、下水道の処理場が 49 箇所、集落排水の処理場が 64 箇所（合計

113 箇所）供用中であり、今後の改築更新費用が増加すると想定される。 

 

 

 

イ 管渠延長 

令和 2 年現在、県内では下水道が 20,812ｋｍ、集落排水が 686ｋｍ（合計 21,498ｋｍ）の

管渠が整備済である。 

 

 

※下水道：九州地方整備調査(R2 年度末)より、集落排水：市町村アンケート(R2 年度末)より 
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（３）カネ 

ア 汚水処理原価 

汚水処理原価（＝汚水処理費（円）／有収水量（ｍ3））は、汚水処理の効率性を示してお

り、値が小さいほど効率性が高いことを示す。 

県内ではおよそ 200 円/m3 の市町村が大半であるが、一部市町村で原価が非常に高くなっ

ており、汚水処理事業の経営の健全化を阻害する要因となっていることがわかる。 

 

データ出典：令和元年度地方公営企業年鑑 

イ 経費回収率 

経費回収率（＝使用料収入（円）／汚水処理費（円））は、汚水処理に係る費用を使用料

でどこまで回収できているかを示しており、数値が 100％を下回っている場合は、汚水処理

費用が使用料以外から賄われていることを意味する。 

県内の市町村の半数は 100％を下回っており、当該市町村では適正な使用料収入の確保や

汚水処理費の削減につながる対策が必要である。 
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データ出典：令和元年度地方公営企業年鑑 
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第第１１章章  ここれれままででのの取取組組  

１１  流流域域下下水水道道のの整整備備  

福岡県では昭和 46 年に御笠川那珂川流域下水道の整備着手をして以降、鋭意整備を進

めており、現在では 8 つの流域下水道事業が供用されている。 

また、流域下水道では、施設の効率的な改築・維持管理や耐震化を積極的に実施するこ

とで、汚水処理事業の持続性の確保に取り組んでいる。 

 

 

出典）福岡県の下水道 令和 3 年度 
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２２  汚汚水水処処理理のの共共同同化化・・汚汚泥泥処処理理のの共共同同化化  

福岡県では、これまでに流域下水道による他の汚水処理施設の汚水受け入れが行われる

など、関連市町村からの要望に応じた積極的な広域化・共同化が行われている。加えて、

県内市町村内においても、自治体内部での汚水処理施設の統廃合の実施や検討が行われて

いる。 

また、汚泥処理の共同化においてもし尿処理施設の受入が行われるなど、鋭意汚水処理

事業の健全化が図られていることがわかる。 

 

 

関連市町村等 内容 実施年度 

遠賀町⇒ 

福岡県（流域） 

遠賀町の農業集落排水施設を廃止し、流

域下水道へ接続する。 
R1 

中間市⇒ 

福岡県（流域） 

中間市のコミュニティプラント 2 施設を

廃止し、流域下水道へ接続する。 
R3 

岡垣町 農業・漁業集落排水施設を廃止し、公共

下水道へ接続する。 
R2 

豊前市 し尿処理場を廃止し、公共下水道へのし

尿・汚泥受入を実施 
R1 

 

３３  災災害害支支援援協協定定  

全国的に大規模地震の発生や近年頻発している集中豪雨等により下水道施設が被災す

る事象が多発している。被災後、迅速かつ円滑に復旧できるように体制を整えておくこと

は重要である。 

福岡県では、大規模災害に備えて「九州・山口９県災害時応援協定」や「関西広域連合

と九州地方知事会との災害時の相互応援に関する協定」など他県との相互支援協定や、日

本下水道管路管理業協会や日本下水道事業団※との災害支援協定を締結している。 

また、県内の一部の市町村でも、日本下水道事業団と下水道施設が被災した際に施設の

維持または修繕に関する工事その他の支援に関する「災害支援協定」を締結している。 

 

【災害支援協定による災害復旧支援フロー】 

 
出典：日本下水道事業団 HP より 

※ 日本下水道事業団：地方公共団体との協定に基づき委託を受けて下水道事業を行う「地方共同法人」。 
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４４  下下水水道道広広報報活活動動  

下水道の役割や大切さ、さらには魅力や可能性を住民に伝えるための広報活動は、環境

行動の促進や人材確保等、持続可能なサービスの提供につながる。 

県内でも各市町村が処理場の施設見学やマンホールカードの発行などの活動を実施し

ている。また、流域下水道を含む各処理場で、PR イベントを定期的に実施しており、地

元住民との交流や下水道周知の一環を担っている。更に、北九州市では下水道の広報とし

て、主要駅での街頭 PR 活動やマンホールサミットの開催など様々な企画を実施している。 

【施設見学をしている市町村】 

 

【マンホールカード発行済市町村】 

  
・久留米市のマンホールカード 

 

・マンホールサミット（北九州市）の状況 

 

 

 

５５  勉勉強強会会（（人人材材育育成成））  

本県では県民の約8割が汚水処理施設を利用しており施設数は県全体で127箇所となっ

ている。今後も安定したサービスを提供するために計画的な維持管理が必要となるが、少

子高齢化などの影響により、ベテラン職員の一斉定年退職や若手職員の不足が想定される

ため、維持管理技術の低下が懸念されている。 

そこで、職員不足の対策や技術伝承を目的として勉強会・研修会の実施をしている。 

勉強会は、福岡県主催の「雨水対策研究会～あめんたい～」や、県と福岡市、北九州市

が主催の「とびうめ下水道場」、各市町村での職員研修の合同開催などが行われている。 

 





 

 

 

 

 

 

第２章 

これからの取組 
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第第２２章章  ここれれかかららのの取取組組  

１１  ブブロロッックク分分割割  

本県では、地理的要因や流域等の観点から県内市町村を 7 ブロックに分割にして、広域

化・共同化計画の議論を行う方針とした。以下に各ブロックの位置と該当市町村を示す。 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

○北九州都市圏西部ブロック（11 市町村） 

北九州市、直方市、中間市、宗像市、 

宮若市、芦屋町、水巻町、岡垣町、 

遠賀町、小竹町、鞍手町 

○北九州都市圏東部ブロック（8 市町村） 

北九州市、行橋市、豊前市、苅田町、 

みやこ町、吉富町、上毛町、築上町 

○嘉飯・田川ブロック（11 市町村） 

飯塚市、田川市、嘉麻市 

桂川町、香春町、添田町、糸田町、 

川崎町、大任町、福智町、赤村 

○多々良川流域ブロック（6 市町村） 

宇美町、篠栗町、志免町、須恵町、 

久山町、粕屋町 
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○福岡ブロック（10 市町村） 

福岡市、筑紫野市、春日市、大野城市、 

太宰府市、古賀市、福津市、糸島市 

那珂川市、新宮町 

○久留米ブロック（7 市町村） 

久留米市、小郡市、うきは市、朝倉市、 

筑前町、大刀洗町、東峰村 

○県南ブロック（8 市町村） 

大牟田市、柳川市、八女市、筑後市、 

大川市、みやま市、広川町、大木町 
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２２  連連携携メメニニュューー  

今後、汚水処理に係る事業の財政状況や執行体制が悪化することを見据えて、県と各市

町村で広域的な連携を検討・実施することで、汚水処理事業の持続的かつ健全な運営を目

指すものとした。 

連携メニューとしては、下表に示す 7 つのメニューを中心に検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 主要な課題 

人 ・人口減少 

・技術職員の不足 

モノ ・未普及地域への汚

水処理促進 

・施設の老朽化 

カネ ・使用料収入の減少 

・改築更新費の増加 

連携メニュー 

ハード系 処理場の統廃合 

汚泥処理の共同化 

ソフト系 委託業務の共同発注 

維持管理業務の共同化 

台帳システム整備・保守の共

同化 

人材育成の共同化 

下水道 PR・広報の共同化 

災害時対応の共同化 

庁内事務の共同化 
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３３  具具体体的的なな取取組組  

本項で示す内容は、検討会や全体会議の議論を基に、実現可能性のある取組をまとめた

ものである。実施に際しては、引き続き詳細な検討を行い、市町村の実情や将来の動向を

踏まえた上で取組を進める方針とした。 

（１）ハード系 

ア 処理場の統廃合 

① 検討概要 

早期に更新時期を迎える処理場や、比較的新しい施設であっても利用率の低下が見込ま

れる処理場について、経済性や地域の実情を踏まえた統廃合の検討を実施した。 

また、市町村の枠（行政区域）をまたいだ汚水処理施設の統合のほか、市町村内におけ

る統合についても対象とする。 

 

 

＜処理場の統廃合イメージ＞ 

 

 

廃止側 廃止側 受入側 受入側 
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② 検討状況 

福岡県内では以下に示す 56 ケースの処理施設統廃合を検討した。 

 

【処理施設の統廃合】(1/2) 

1 直方市 農集 上頓野地区 福岡県 流域 遠賀川中流浄化センター

2 直方市 農集 下境地区 福岡県 流域 遠賀川中流浄化センター

3 直方市 コミプラ 頓野住宅団地 福岡県 流域 遠賀川中流浄化センター

4 宗像市 漁集 鐘崎地区 宗像市 公共 宗像終末処理場

5 中間市 コミプラ 中鶴 福岡県 流域 遠賀川下流浄化センター

6 中間市 コミプラ 曙 福岡県 流域 遠賀川下流浄化センター

7 芦屋町 公共 芦屋町浄化センター 北九州市 公共 皇后崎浄化センター

8 遠賀町 農集 遠賀北部第２地区 福岡県 流域 遠賀川下流浄化センター

9 遠賀町 農集 老良地区 福岡県 流域 遠賀川下流浄化センター

10 福岡県 流域 遠賀川中流浄化センター 福岡県 流域 遠賀川下流浄化センター

11 苅田町 農集 片島地区 苅田町 公共 苅田町浄化センター

12 みやこ町 農集 本町地区 みやこ町 公共 豊津浄化センター

多
々
良
川

13 須恵町 農集 皿山地区 福岡県 流域 多々良川浄化センター

14 福岡市 農集 小田地区 福岡市 公共 新西部水処理センター

15 福岡市 農集 宮浦地区 福岡市 公共 新西部水処理センター

16 福岡市 漁集 宮浦地区（漁集） 福岡市 公共 新西部水処理センター

17 福岡市 農集 西浦地区 福岡市 公共 新西部水処理センター

18 福岡市 漁集 西浦地区（漁集） 福岡市 公共 新西部水処理センター

19 福岡市 農集 曲渕地区 福岡市 公共 西部水処理センター

20 福岡市 農集 勝馬地区 福岡市 公共 西戸崎水処理センター

21 福岡市 漁集 弘地区 福岡市 公共 西戸崎水処理センター

22 筑紫野市 農集 御笠処理区 福岡県 流域 宝満川上流浄化センター

23 筑紫野市 農集 阿志岐処理区 福岡県 流域 宝満川上流浄化センター

24 筑紫野市 農集 吉木処理区 福岡県 流域 宝満川上流浄化センター

25 筑紫野市 農集 平等寺処理区 福岡県 流域 御笠川浄化センター

26 筑紫野市 農集 山口処理区 福岡県 流域 御笠川浄化センター

受入側

自治体 事業 施設名 自治体 事業 施設名

北
九
州
西
部

北
九
州
東
部

ブ
ロ
ッ

ク

ケ
ー

ス
番

号

廃止側

福
岡

 

■事業の記載方法 流域：流域下水道、公共：単独公共下水道、農集：農業集落排水、 

漁集：漁業集落排水、コミプラ：コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】(2/2) 

27 古賀市 農集 小山田処理区 古賀市 公共 古賀水再生センター

28 糸島市 農集 西堂処理区 福岡市 公共 新西部水処理センター

29 糸島市 農集 三坂処理区 糸島市 公共 前原下水管理センター

30 糸島市 農集 瀬戸処理区 糸島市 公共 前原下水管理センター

31 糸島市 農集 白糸処理区 糸島市 公共 前原下水管理センター

32 久留米市 農集 三明寺・善院地区 久留米市 公共 田主丸浄化センター

33 久留米市 農集 富本・隈・西郷地区 久留米市 公共 田主丸浄化センター

34 久留米市 農集 柴刈地区 久留米市 公共 田主丸浄化センター

35 久留米市 農集 柴刈地区 久留米市 公共 南部浄化センター

36 久留米市 農集 富本・隈・西郷地区 久留米市 公共 南部浄化センター

37 久留米市 農集 赤司地区 久留米市 公共 南部浄化センター

38 久留米市 農集 南部地区 久留米市 公共 南部浄化センター

39 うきは市 公共 屋部浄化センター うきは市 公共 吉井浄化センター

40 うきは市 農集 高田・今泉処理区 うきは市 公共 吉井浄化センター

41 朝倉市 農集 上寺地区

42 朝倉市 農集 蜷城地区

43 朝倉市 農集 中島浄化センター うきは市 公共 吉井浄化センター

44 朝倉市 農集 朝倉地区 朝倉市 公共 朝倉中央浄化センター

45 朝倉市 農集 大福地区 朝倉市 公共 朝倉中央浄化センター

46 朝倉市 農集 宮野地区 朝倉市 公共 朝倉中央浄化センター

47 朝倉市 公共 秋月浄化センター

48 朝倉市 農集 安川長谷山地区

49 筑前町 公共 三輪中央浄化センター 福岡県 流域 宝満川浄化センター

50 筑前町 農集 上高場地区 福岡県 流域 宝満川浄化センター

51 筑前町 農集 栗田地区 福岡県 流域 宝満川浄化センター

52 大刀洗町 農集 大堰水処理センター

53 大刀洗町 農集 栄田水処理センター

54 大牟田市 公共 北部浄化センター 大牟田市 公共 南部浄化センター

55 みやま市 公共 上長田浄化センター 福岡県 流域 矢部川浄化センター

56 みやま市 農集 広瀬・小田地区 福岡県 流域 矢部川浄化センター

受入側

自治体 事業 施設名 自治体 事業 施設名

ブ
ロ
ッ

ク

ケ
ー

ス
番

号

廃止側

県
南

久
留
米

福
岡

近隣の下水処理場へ接続

近隣の下水処理場へ接続

近隣の下水処理場へ接続

近隣の下水処理場へ接続

近隣の下水処理場へ接続

近隣の下水処理場へ接続

 

■事業の記載方法 流域：流域下水道、公共：単独公共下水道、農集：農業集落排水、 

漁集：漁業集落排水、コミプラ：コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 1 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：直方市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：上頓野地区 

供用開始年度：平成 13 年度 

既設処理能力：319m3/日 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：遠賀川中流浄化センター 

供用開始年度：平成 18 年度 

既設処理能力：4,100m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント



19 

 

【処理施設の統廃合】 

ケース 2 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：直方市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：下境地区 

供用開始年度：平成 11 年度 

既設処理能力：253m3/日 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：遠賀川中流浄化センター 

供用開始年度：平成 18 年度 

既設処理能力：4,100m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

 
 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 3 
事業概要： 

コミュニティプラントを廃止・ポンプ場化し、流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：直方市 

事業    ：コミュニティプラント 

施設名   ：頓野住宅地区 

供用開始年度：昭和 51 年度 

既設処理能力：1,574m3/日 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：遠賀川中流浄化センター 

供用開始年度：平成 18 年度 

既設処理能力：4,100m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 4 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：宗像市 

事業    ：漁業集落排水 

施設名   ：鐘崎地区 

供用開始年度：昭和 59 年度 

既設処理能力：468m3/日 

管理者   ：宗像市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：宗像終末処理場 

供用開始年度：昭和 45 年度 

既設処理能力：32,500m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

事業実施

・具体の検討

・事業計画の変更

・設計,工事

 

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 5 
事業概要： 

コミュニティプラントを廃止し、流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：中間市 

事業    ：コミュニティプラント 

施設名   ：中鶴 

供用開始年度：昭和 47 年度 

既設処理能力：1,360m3/日 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：遠賀川下流浄化センター 

供用開始年度：平成 15 年度 

既設処理能力：28,000m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

事業実施

コミュニティプラント

の撤去

 

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 6 
事業概要： 

コミュニティプラントを廃止し、流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：中間市 

事業    ：コミュニティプラント 

施設名   ：曙 

供用開始年度：昭和 53 年度 

既設処理能力：1,472m3/日 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：遠賀川下流浄化センター 

供用開始年度：平成 15 年度 

既設処理能力：28,000m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

事業実施

コミュニティプラント

の撤去

 

 

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 7 

事業概要： 

公共下水道の終末処理場を廃止・ポンプ場化し、隣接する市町村の公共下水道

へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：芦屋町 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：芦屋町浄化センター 

供用開始年度：昭和 56 年度 

既設処理能力：6,560m3/日 

管理者   ：北九州市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：皇后崎浄化センター 

供用開始年度：昭和 38 年度 

既設処理能力：177,000m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 8 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：遠賀町 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：遠賀北部第 2 地区 

供用開始年度：平成 17 年度 

既設処理能力：296m3/日 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：遠賀川下流浄化センター 

供用開始年度：平成 15 年度 

既設処理能力：28,000m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

事業実施

・具体の検討

・事業計画の変更

・設計,工事

 

  

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 9 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：遠賀町 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：老良地区 

供用開始年度：平成 9年度 

既設処理能力：70m3/日 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：遠賀川下流浄化センター 

供用開始年度：平成 15 年度 

既設処理能力：28,000m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

事業実施

・具体の検討

・事業計画の変更

・設計,工事

 

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 10 
事業概要： 

流域下水道の終末処理場を廃止・ポンプ場化し、隣接する流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：遠賀川中流浄化センタ

ー 

供用開始年度：平成 18 年度 

既設処理能力：4,100m3/日 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：遠賀川下流浄化センター 

供用開始年度：平成 15 年度 

既設処理能力：28,000m3/日 

位置図 

ℚ  

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュ

ール案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

  

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 11 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：苅田町 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：片島地区 

供用開始年度： 平成 18 年度 

既設処理能力：413m3/日 

管理者   ：苅田町 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：苅田町浄化センター 

供用開始年度：平成 14 年度 

既設処理能力：5,400m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

  

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 12 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：みやこ町 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：本町地区 

供用開始年度：平成 4年度 

既設処理能力：890m3/日 

管理者   ：みやこ町 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：豊津浄化センター 

供用開始年度：平成 15 年度 

既設処理能力：800m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

  

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 13 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：須恵町 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：皿山地区 

供用開始年度：平成 7年度 

既設処理能力：193m3/日 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：多々良川浄化センター 

供用開始年度：平成 6年度 

既設処理能力：67,000m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

  

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 14 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：福岡市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：小田地区 

供用開始年度：平成 13 年度 

既設処理能力：192m3/日 

管理者   ：福岡市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：新西部水処理センター 

供用開始年度：平成 25 年度 

既設処理能力：15,400m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

  

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 15 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：福岡市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：宮浦地区 

供用開始年度：平成 11 年度 

既設処理能力：60m3/日 

管理者   ：福岡市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：新西部水処理センター 

供用開始年度：平成 25 年度 

既設処理能力：15,400m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

  

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 16 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：福岡市 

事業    ：漁業集落排水 

施設名   ：宮浦地区（漁集） 

供用開始年度：平成 11 年度 

既設処理能力：123m3/日 

管理者   ：福岡市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：新西部水処理センター 

供用開始年度：平成 25 年度 

既設処理能力：15,400m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

  

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 17 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：福岡市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：西浦地区 

供用開始年度：平成 7年度 

既設処理能力：80m3/日 

管理者   ：福岡市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：新西部水処理センター 

供用開始年度：平成 25 年度 

既設処理能力：15,400m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

  

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 18 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：福岡市 

事業    ：漁業集落排水 

施設名   ：西浦地区（漁集） 

供用開始年度：平成 7年度 

既設処理能力：146m3/日 

管理者   ：福岡市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：新西部水処理センター 

供用開始年度：平成 25 年度 

既設処理能力：15,400m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

  

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 19 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：福岡市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：曲渕地区 

供用開始年度：平成 10 年度 

既設処理能力：92m3/日 

管理者   ：福岡市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：西部水処理センター 

供用開始年度：昭和 55 年度 

既設処理能力：184,300m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

  

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 20 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：福岡市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：勝馬地区 

供用開始年度：平成 10 年度 

既設処理能力：62m3/日 

管理者   ：福岡市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：西戸崎水処理センター 

供用開始年度：昭和 56 年度 

既設処理能力：6,500m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

  

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 21 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：福岡市 

事業    ：漁業集落排水 

施設名   ：弘地区 

供用開始年度：昭和 60 年度 

既設処理能力：111m3/日 

管理者   ：福岡市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：西戸崎水処理センター 

供用開始年度：昭和 56 年 

既設処理能力：6,500m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

  

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 22 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：筑紫野市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：御笠処理区 

供用開始年度：平成 7年度 

既設処理能力：227m3/日 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：宝満川上流浄化センター 

供用開始年度：平成 10 年度 

既設処理能力：- 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

事業実施

・具体の検討

・事業計画の変更

・設計,工事

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 23 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：筑紫野市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：阿志岐処理区 

供用開始年度：平成 9年度 

既設処理能力：238m3/日 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：宝満川上流浄化センター 

供用開始年度：平成 10 年度 

既設処理能力：- 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

事業実施

・具体の検討

・事業計画の変更

・設計,工事

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 24 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：筑紫野市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：吉木処理区 

供用開始年度：平成 13 年度 

既設処理能力：365m3/日 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：宝満川上流浄化センター 

供用開始年度：平成 10 年度 

既設処理能力：- 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

事業実施

・具体の検討

・事業計画の変更

・設計,工事

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 25 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：筑紫野市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：平等寺処理区 

供用開始年度：平成 11 年度 

既設処理能力：127m3/日 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：御笠川浄化センター 

供用開始年度：昭和 50 年度 

既設処理能力：298,800m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

事業実施

・具体の検討

・事業計画の変更

・設計,工事

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 26 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：筑紫野市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：山口処理区 

供用開始年度：平成 17 年度 

既設処理能力：578m3/日 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：御笠川浄化センター 

供用開始年度：昭和 50 年度 

既設処理能力：298,800m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

事業実施

・具体の検討

・事業計画の変更

・設計,工事

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 27 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：古賀市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：小山田処理区 

供用開始年度：平成 15 年度 

既設処理能力：159m3/日 

管理者   ：古賀市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：古賀水再生センター 

供用開始年度：昭和 53 年度 

既設処理能力：28,000m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

事業実施

・具体の検討

・事業計画の変更

・設計,工事

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 28 

事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、隣接する市町村の公共下水道へ接続

する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：糸島市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：西堂処理区 

供用開始年度：平成 14 年度 

既設処理能力：54m3/日 

管理者   ：福岡市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：新西部水処理センター 

供用開始年度：平成 25 年度 

既設処理能力：15,400m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 29 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：糸島市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：三坂処理区 

供用開始年度：平成 13 年度 

既設処理能力：208m3/日 

管理者   ：糸島市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：前原下水管理センター 

供用開始年度：平成 2年度 

既設処理能力：23,500m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

  

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 30 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：糸島市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：瀬戸処理区 

供用開始年度：平成 17 年度 

既設処理能力：92m3/日 

管理者   ：糸島市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：前原下水管理センター 

供用開始年度：平成 2年度 

既設処理能力：23,500m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

  

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 31 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：糸島市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：白糸処理区 

供用開始年度：平成 24 年度 

既設処理能力：38m3/日 

管理者   ：糸島市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：前原下水管理センター 

供用開始年度：平成 2年度 

既設処理能力：23,500m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

  

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 32 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：久留米市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：三明寺・善院地区 

供用開始年度：平成 9年度 

既設処理能力：403m3/日 

管理者   ：久留米市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：田主丸浄化センター 

供用開始年度：平成 20 年度 

既設処理能力：2,100m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 33 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：久留米市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：富本・隈・西郷地区 

供用開始年度：平成 25 年度 

既設処理能力：603m3/日 

管理者   ：久留米市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：田主丸浄化センター 

供用開始年度：平成 20 年度 

既設処理能力：2,100m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 34 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：久留米市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：柴刈地区 

供用開始年度：平成 16 年度 

既設処理能力：887m3/日 

管理者   ：久留米市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：田主丸浄化センター 

供用開始年度：平成 20 年度 

既設処理能力：2,100m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 35 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：久留米市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：柴刈地区 

供用開始年度：平成 16 年度 

既設処理能力：887m3/日 

管理者   ：久留米市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：南部浄化センター 

供用開始年度：平成 6年度 

既設処理能力：41,200m3/日 

位置図 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 36 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：久留米市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：富本・隈・西郷地区 

供用開始年度：平成 25 年度 

既設処理能力：603m3/日 

管理者   ：久留米市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：南部浄化センター 

供用開始年度：平成 6年度 

既設処理能力：41,200m3/日 

位置図 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 37 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：久留米市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：赤司地区 

供用開始年度：平成 10 年度 

既設処理能力：381m3/日 

管理者   ：久留米市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：南部浄化センター 

供用開始年度：平成 6年度 

既設処理能力：41,200m3/日 

位置図 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 38 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：久留米市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：南部地区 

供用開始年度：平成 11 年度 

既設処理能力：346m3/日 

管理者   ：久留米市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：南部浄化センター 

供用開始年度：平成 6年度 

既設処理能力：41,200m3/日 

位置図 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 39 

事業概要： 

公共下水道の終末処理場を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続

する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：うきは市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：屋部浄化センター 

供用開始年度：平成 7年度 

既設処理能力： 290m3/日 

管理者   ：うきは市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：吉井浄化センター 

供用開始年度：平成 14 年度 

既設処理能力：5,400m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

事業実施

・具体の検討 ・事業計画の変更

・設計,工事

・事業実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 40 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：うきは市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：高田・今泉処理区 

供用開始年度：平成 7年度 

既設処理能力：168m3/日 

管理者   ：うきは市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：吉井浄化センター 

供用開始年度：平成 14 年度 

既設処理能力：5,400m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

事業実施

・具体の検討 ・事業計画の変更

・設計,工事

・事業実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 43 
事業概要： 

農業集落排水を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：朝倉市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：中島浄化センター 

供用開始年度：平成 16 年度 

既設処理能力：32m3/日 

管理者   ：うきは市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：吉井浄化センター 

供用開始年度：平成 14 年度 

既設処理能力：5,400m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 44 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：朝倉市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：朝倉地区 

供用開始年度：平成 14 年 

既設処理能力：850m3/日 

管理者   ：朝倉市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：朝倉中央浄化センター 

供用開始年度：平成 9年度 

既設処理能力：2,300m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 45 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：朝倉市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：大福地区 

供用開始年度：平成 10 年 

既設処理能力：416m3/日 

管理者   ：朝倉市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：朝倉中央浄化センター 

供用開始年度：平成 9年度 

既設処理能力：2,300m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 46 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：朝倉市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：宮野地区 

供用開始年度：平成 15 年 

既設処理能力：387m3/日 

管理者   ：朝倉市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：朝倉中央浄化センター 

供用開始年度：平成 9年度 

既設処理能力：2,300m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 49 
事業概要： 

公共下水道を廃止・ポンプ場化し、流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：筑前町 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：三輪中央浄化センター 

供用開始年度：平成 12 年度 

既設処理能力：6,400m3/日 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：宝満川浄化センター 

供用開始年度：昭和 63 年度 

既設処理能力：39,200m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 50 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：筑前町 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：上高場地区 

供用開始年度：平成 5年度 

既設処理能力：586m3/日 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：宝満川浄化センター 

供用開始年度：昭和 63 年度 

既設処理能力：39,200m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 51 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：筑前町 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：栗田地区 

供用開始年度：平成 10 年度 

既設処理能力：476m3/日 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：宝満川浄化センター 

供用開始年度：昭和 63 年度 

既設処理能力：39,200m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 54 

事業概要： 

公共下水道の終末処理場を廃止・ポンプ場化し、市町村内の公共下水道へ接続

する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：大牟田市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：北部浄化センター 

供用開始年度：昭和 50 年度 

既設処理能力：16,600m3/日 

管理者   ：大牟田市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：南部浄化センター 

供用開始年度：平成 12 年度 

既設処理能力：14,200m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 55 
事業概要： 

公共下水道の終末処理場を廃止・ポンプ場化し、流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：みやま市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：上長田浄化センター 

供用開始年度：平成 7年度 

既設処理能力：620m3/日 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：矢部川浄化センター 

供用開始年度：平成 18 年度 

既設処理能力：19,200m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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【処理施設の統廃合】 

ケース 56 
事業概要： 

集落排水処理施設を廃止・ポンプ場化し、流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：みやま市 

事業    ：農業集落排水 

施設名   ：広瀬・小田地区 

供用開始年度：平成 14 年度 

既設処理能力：285m3/日 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：矢部川浄化センター 

供用開始年度：平成 18 年度 

既設処理能力：19,200m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 

処理施設の統合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

また、施設の集中管理等も可能となる。 

 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント
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イ 汚泥処理の共同化  

① 検討概要 

し尿処理施設の汚泥受入や公共下水道での汚泥処理の共同化の実施を検討した。 

 

② 検討状況 

福岡県内では、し尿処理場の統廃合 14 ケースと下水道施設の汚泥処理の共同化 9 ケー

スの計 23 ケースについて、検討を実施した。 

 

【し尿処理施設の統廃合】 

57 鞍手町 し尿 鞍手町衛生センター 福岡県 流域 遠賀川下流浄化センター

58 宗像地区事務組合 し尿 宗像浄化センター 宗像市 公共 宗像終末処理場

59
遠賀・中間地域広域

行政事務組合
（芦屋町）

し尿 曲水苑 芦屋町 公共 芦屋町浄化センター

60
遠賀・中間地域広域

行政事務組合
（岡垣町）

し尿 曲水苑 岡垣町 公共 岡垣町浄化センター

61
遠賀・中間地域広域

行政事務組合
し尿 曲水苑 福岡県 流域 遠賀川下流浄化センター

62 苅田町 し尿
苅田町清掃事務所第二
工場

苅田町 公共 苅田町浄化センター

63 築上町 し尿
築上町第1・第2有機液
肥製造施設

築上町 公共 椎田浄化センター

64 行橋市 し尿 音無苑 行橋市 公共 行橋浄化センター

65
吉富町外一町環境衛

生事務組合
し尿 周防苑（し尿処理場） 豊前市 公共 豊前市浄化センター

66 朝倉市 し尿 汚泥再生処理センタ－ 筑前町 公共 三輪中央浄化センター

67
うきは久留米環境施

設組合
し尿 耳納衛生センター

68 両筑衛生施設組合 し尿 両筑苑

69 大牟田市 し尿
大牟田市東部環境セン
ター

大牟田市 公共 南部浄化センター

70 筑後市 し尿 筑後市衛生センター 福岡県 流域 矢部川浄化センター

施設名

取
組
内
容

ブ
ロ
ッ

ク

ケ
ー

ス
番

号

廃止側 受入側

自治体 事業 施設名 自治体 事業

近隣の下水処理場へ接続

し
尿
処
理
場
の
統
廃
合

県
南

久
留
米

北
九
州
東
部

北
九
州
西
部

近隣の下水処理場へ接続

 
■事業の記載方法 流域：流域下水道、公共：単独公共下水道、し尿：し尿処理施設 
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【汚泥処理の共同化】 

71 古賀市 公共 古賀水再生センター 福岡市 公共 東部水処理センター

72 福津市 公共 福間浄化センター 福岡市 公共 東部水処理センター

73 福津市 公共 津屋崎浄化センター 福岡市 公共 東部水処理センター

74 糸島市 公共 前原下水管理センター 福岡市 公共 西部水処理センター

75 久留米市 公共 中央浄化センター 久留米市 公共 南部浄化センター

76 久留米市 公共 田主丸浄化センター 久留米市 公共 南部浄化センター

77 うきは市 公共 吉井浄化センター

78 うきは市 公共 浮羽浄化センター

県
南

79 大牟田市 公共 北部浄化センター 大牟田市 公共 南部浄化センター

施設名

取
組
内
容

ブ
ロ
ッ

ク

ケ
ー

ス
番
号

廃止側 受入側

自治体 事業 施設名 自治体 事業

汚
泥
処
理
の
共
同
化

久
留
米

福
岡

近隣の下水処理場で共同処理

近隣の下水処理場で共同処理

 

■事業の記載方法 公共：単独公共下水道 
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【し尿処理施設の統廃合】 

ケース 57 
事業概要： 

し尿処理施設を廃止し、流域下水道へ統合する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：鞍手町 

事業    ：し尿処理場 

施設名   ：鞍手町衛生センター 

  

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：遠賀川下流浄化センター 

供用開始年度：平成 15 年度 

既設処理能力：28,000m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 
汚泥処理の共同化によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・関係機関の協議、調整
・実施⽅針の検討

・設計・工事

・事業実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設
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【し尿処理施設の統廃合】 

ケース 58 
事業概要： 

し尿処理施設を廃止し、公共下水道へ統合する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：宗像地区事務組合 

事業    ：し尿処理場 

施設名   ：宗像浄化センター 

  

管理者   ：宗像市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：宗像終末処理場 

供用開始年度：昭和 45 年度 

既設処理能力：32,500m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 
汚泥処理の共同化によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

事業実施

・具体の検討

・事業計画の変更

・設計,工事

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設
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【し尿処理施設の統廃合】 

ケース 59 
事業概要： 

し尿処理施設を廃止し、公共下水道へ統合する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：遠賀・中間地域広域行

政事務組合（芦屋町） 

事業    ：し尿処理場 

施設名   ：曲水苑 

  

管理者   ：芦屋町 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：芦屋町浄化センター 

供用開始年度：昭和 56 年度 

既設処理能力：6,560m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 
汚泥処理の共同化によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設
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【し尿処理施設の統廃合】 

ケース 60 
事業概要： 

し尿処理施設を廃止し、公共下水道へ統合する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：遠賀・中間地域広域行

政事務組合（岡垣町） 

事業    ：し尿処理場 

施設名   ：曲水苑 

  

管理者   ：岡垣町 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：岡垣町浄化センター 

供用開始年度：平成 2年度 

既設処理能力：12,667m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 
汚泥処理の共同化によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・関係機関の協議、調整
・事業計画の変更

・設計・工事

・事業実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設
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【し尿処理施設の統廃合】 

ケース 61 
事業概要： 

し尿処理施設を廃止し、流域下水道へ統合する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：遠賀・中間地域広域行

政事務組合 

事業    ：し尿処理場 

施設名   ：曲水苑 

  

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：遠賀川下流浄化センター 

供用開始年度：平成 15 年度 

既設処理能力：28,000m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 
汚泥処理の共同化によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・関係機関の協議、調整
・事業計画の変更

・設計・工事

・事業実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設
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【し尿処理施設の統廃合】 

ケース 62 
事業概要： 

し尿処理施設を廃止し、公共下水道へ統合する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：苅田町 

事業    ：し尿処理場 

施設名   ：苅田町清掃事務所第二

工場 

 

管理者   ：苅田町 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：苅田町浄化センター 

供用開始年度：平成 14 年度 

既設処理能力：5,400m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 
汚泥処理の共同化によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

事業実施

・具体の検討

・事業計画の変更

・設計,工事

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設
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【し尿処理施設の統廃合】 

ケース 63 
事業概要： 

し尿処理施設を廃止し、公共下水道へ統合する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：築上町 

事業    ：し尿処理場 

施設名   ：築上町第 1・第 2有機

液肥製造施設 

  

管理者   ：築上町 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：椎田浄化センター 

供用開始年度：平成 24 年度 

既設処理能力：800m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 
汚泥処理の共同化によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設
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【し尿処理施設の統廃合】 

ケース 64 
事業概要： 

し尿処理施設を廃止し、公共下水道へ統合する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：行橋市 

事業    ：し尿処理場 

施設名   ：音無苑 

  

管理者   ：行橋市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：行橋浄化センター 

供用開始年度：平成 13 年度 

既設処理能力：10,500m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 
汚泥処理の共同化によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設
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【し尿処理施設の統廃合】 

ケース 65 
事業概要： 

し尿処理施設を廃止し、公共下水道へ統合する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：吉富町外一町環境衛生

事務組合 

事業    ：し尿処理場 

施設名   ：周防苑（し尿処理場） 

  

管理者   ：豊前市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：豊前市浄化センター 

供用開始年度：平成 8年度 

既設処理能力：4,900m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 
汚泥処理の共同化によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

事業実施予定（R5）
 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設
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【し尿処理施設の統廃合】 

ケース 66 
事業概要： 

し尿処理施設を廃止し、公共下水道へ統合する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：朝倉市 

事業    ：し尿処理場 

施設名   ：汚泥再生処理センター 

  

管理者   ：筑前町 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：三輪中央浄化センター 

供用開始年度：平成 12 年度 

既設処理能力：6,400m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 
汚泥処理の共同化によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設
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【し尿処理施設の統廃合】 

ケース 69 
事業概要： 

し尿処理施設を廃止し、公共下水道へ統合する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：大牟田市 

事業    ：し尿処理場 

施設名   ：大牟田市東部環境セン

ター  

管理者   ：大牟田市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：南部浄化センター 

供用開始年度：平成 12 年度 

既設処理能力：14,200m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 
汚泥処理の共同化によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設
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【し尿処理施設の統廃合】 

ケース 70 
事業概要： 

し尿処理施設を廃止し、流域下水道へ統合する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：筑後市 

事業    ：し尿処理場 

施設名   ：筑後市衛生センター 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：矢部川浄化センター 

供用開始年度：平成 18 年度 

既設処理能力：19,200m3/日 

位置図 

 

 

広域化に 

よる効果 
汚泥処理の共同化によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設
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【汚泥処理の共同化】 

ケース 71 
事業概要： 

公共下水道の終末処理場で発生した汚泥を他の終末処理場で共同処理する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：古賀市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：古賀水再生センター 

供用開始年度：昭和 53 年度 

既設処理能力：28,000m3/日 

管理者   ：福岡市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：東部水処理センター 

供用開始年度：昭和 50 年度 

既設処理能力：145,300m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 
汚泥処理の共同化によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設
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【汚泥処理の共同化】 

ケース 72 
事業概要： 

公共下水道の終末処理場で発生した汚泥を他の終末処理場で共同処理する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：福津市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：福間浄化センター 

供用開始年度：平成 19 年度 

既設処理能力：14,000m3/日 

管理者   ：福岡市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：東部水処理センター 

供用開始年度：昭和 50 年度 

既設処理能力：145,300m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 
汚泥処理の共同化によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設
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【汚泥処理の共同化】 

ケース 73 
事業概要： 

公共下水道の終末処理場で発生した汚泥を他の終末処理場で共同処理する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：福津市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：津屋崎浄化センター 

供用開始年度：平成 13 年度 

既設処理能力：5,400m3/日 

管理者   ：福岡市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：東部水処理センター 

供用開始年度：昭和 50 年度 

既設処理能力：145,300m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 
汚泥処理の共同化によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設



85 

 

【汚泥処理の共同化】 

ケース 74 
事業概要： 

公共下水道の終末処理場で発生した汚泥を他の終末処理場で共同処理する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：糸島市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：前原下水管理センター 

供用開始年度：平成 2年度 

既設処理能力：23,500m3/日 

管理者   ：福岡市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：西部水処理センター 

供用開始年度：昭和 55 年度 

既設処理能力：184,300m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 
汚泥処理の共同化によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・接続検討

・関係機関協議

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設
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【汚泥処理の共同化】 

ケース 75 
事業概要： 

公共下水道の終末処理場で発生した汚泥を他の終末処理場で共同処理する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：久留米市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：中央浄化センター 

供用開始年度：昭和 47 年度 

既設処理能力：60,600m3/日 

管理者   ：久留米市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：南部浄化センター 

供用開始年度：平成 6年度 

既設処理能力：41,200m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 
汚泥処理の共同化によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設
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【汚泥処理の共同化】 

ケース 76 
事業概要： 

公共下水道の終末処理場で発生した汚泥を他の終末処理場で共同処理する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：久留米市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：田主丸浄化センター 

供用開始年度：平成 20 年度 

既設処理能力：2,100m3/日 

管理者   ：久留米市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：南部浄化センター 

供用開始年度：平成 6年度 

既設処理能力：41,200m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 
汚泥処理の共同化によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設
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【汚泥処理の共同化】 

ケース 79 
事業概要： 

公共下水道の終末処理場で発生した汚泥を他の終末処理場で共同処理する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：大牟田市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：北部浄化センター 

供用開始年度：昭和 50 年度 

既設処理能力：16,600m3/日 

管理者   ：大牟田市 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：南部浄化センター 

供用開始年度：平成 12 年度 

既設処理能力：14,200m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 
汚泥処理の共同化によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法の検討

・実現可能性の検討

・関係機関の協議、調整

・広域化の

実施

 

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設
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ウ 県を跨いだ処理施設の統廃合 

 

ケース 80 

事業概要： 

佐賀県基山町の下水道においてフレックスプランで稼働している処理施設を廃

止し、流域下水道へ接続する。 

施設概要 

廃止側 受入側 

管理者   ：基山町（佐賀県） 

事業    ：公共下水道 

施設名   ：けやき台処理場 

      ：基山ニュータウン処理場 

      ：本桜処理場 

      ：きやま台処理場 

管理者   ：福岡県 

事業    ：流域下水道 

施設名   ：宝満川浄化センター 

供用開始年度：昭和 63 年度 

既設処理能力：39,200m3/日 

位置図 

 

広域化に 

よる効果 
処理施設の統廃合によって、維持管理の負担軽減が見込まれる。 

スケジュー

ル案 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

幹線供用開始（R8）

・流域幹線の整備

・基山汚水ポンプ場

の整備
 

 

下水道終末処理場

集落排水施設

コミュニティプラント

し尿処理施設
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（２）ソフト系 

ア 委託業務の共同発注 

【取組内容】 

概要 ■ストックマネジメント計画（管渠、処理場） 

改築更新事業を補助事業で実施するには、ストックマネジメント計画の策

定が必須となっている。なお、既に策定済の市町村が多いため、見直しの

タイミングで共同発注を行うことを想定した。 

委託業務を共同発注することによるスケールメリットや、維持管理内容の

統一による知見や懸案事項の市町村間での共有が期待される。 

対象市町村 ■北九西部 ストマネ（管渠） 
直方市、中間市、宗像市、宮若市、
水巻町、岡垣町、遠賀町、鞍手町 

ストマネ（施設） 〃 

■北九東部 ストマネ（管渠） 苅田町、みやこ町、上毛町 

ストマネ（施設） 苅田町、みやこ町、上毛町 

■多々良川流域 ストマネ（管渠） 宇美町、須恵町、久山町、粕屋町 

ストマネ（施設） 宇美町、須恵町、久山町、粕屋町 

■福岡 ストマネ（管渠） 
筑紫野市、春日市、大野城市、 
太宰府市、古賀市、福津市、糸島市、 
那珂川市、新宮町 

ストマネ（施設） 筑紫野市、古賀市、福津市、糸島市 

■久留米 ストマネ（管渠） 
久留米市、小郡市、うきは市、 
朝倉市、筑前町、大刀洗町 

ストマネ（施設） 
久留米市、小郡市、うきは市、 
朝倉市、筑前町、大刀洗町 

■県南 ストマネ（管渠） 
大牟田市、八女市、筑後市、みやま
市、広川町 

ストマネ（施設） 
大牟田市、八女市、筑後市、大川市、
みやま市、広川町 

共同発注方法（案） 

 

スケジュール（案） ・各市町村の見直し時期や要望を踏まえて、中期から適宜実施する。 

イメージ 



91 

 

イ 維持管理業務の共同化 

【取組内容】 

概要 ■保守点検業務の共同化（管渠、処理場） 

参画を希望する市町村及び県において、水質検査業務や処理場・管渠の維

持管理業務の共同発注を行い、維持管理費の抑制を図るとともに、関係者

間で維持管理に係る技術的な情報を共有し、技術力の向上及び継承を図る。 

対象市町村 ■北九西部 管渠 
直方市、中間市、宗像市、宮若市、
水巻町、岡垣町、遠賀町、鞍手町、
小竹町 

■北九東部 管渠 
行橋市、豊前市、苅田町、みやこ町、
吉富町、築上町、上毛町 

処理場 
豊前市、みやこ町、吉富町、築上町、
上毛町 

■多々良川流域 管渠 宇美町、須恵町、久山町、粕屋町 

■福岡 管渠 
筑紫野市、春日市、大野城市、 
太宰府市、古賀市、福津市、糸島市、 
那珂川市、新宮町 

処理場 古賀市、福津市、糸島市 

■久留米 管渠 
久留米市、小郡市、うきは市、 
朝倉市、筑前町 

処理場 
久留米市、うきは市、朝倉市、 
筑前町 

■県南 管渠 
大牟田市、柳川市、八女市、筑後市、
大川市、みやま市、広川町 

共同発注方法（案） 

 

スケジュール（案） ・各市町村の見直し時期や要望を踏まえて、中期から適宜実施する。 

 

イメージ 
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ウ 台帳システムの整備・保守点検の共同化 

【取組内容】 

概要 ■設備台帳（処理場、ポンプ場）、施設台帳（管渠） 

台帳システムの電子化、クラウド化は、今後のストックマネジメント計画

の更新や維持管理、災害時対応の効率化に不可欠である。 

県内では、管路台帳は多くの市町村で電子化済だが、クラウド化をした市

町村は少ない。また、設備台帳は電子化していない市町村も散見される。 

今後、台帳システムの更新時に、本共同化を実施することで、導入時の初

期費用の縮減や、同一システムの導入による円滑な維持管理の共同化の実

施が期待される。 

対象市町村 ■北九西部 設備台帳 
直方市、水巻町、岡垣町 

管渠台帳 
直方市、中間市、宗像市、宮若市、
水巻町、岡垣町、遠賀町、鞍手町、
小竹町 

■北九東部 設備台帳 苅田町、みやこ町、築上町、上毛町 

管渠台帳 みやこ町、築上町、上毛町 

■多々良川流域 管渠台帳 宇美町、須恵町、久山町、粕屋町 

■福岡 設備台帳 筑紫野市、古賀市、福津市、糸島市 

管渠台帳 
筑紫野市、春日市、大野城市、 
太宰府市、古賀市、福津市、糸島市、 
那珂川市 

■久留米 設備台帳 
久留米市、小郡市、うきは市、 
朝倉市、筑前町、大刀洗町 

管渠台帳 
久留米市、小郡市、うきは市、 
朝倉市、筑前町 

■県南 設備台帳 大牟田市、みやま市 

管渠台帳 
大牟田市、柳川市、八女市、筑後市、
大川市、みやま市、広川町 

共同発注方法（案） 

 

スケジュール（案） ・各市町村の見直し時期や要望を踏まえて、中期から適宜実施する。 

 

イメージ 
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エ 人材育成の共同化 

【取組内容】 

概要 ■勉強会の継続・拡充 

将来発生が懸念される人材不足、技術の伝承といった課題解決のため、県内

市町村を対象として実施している県主催の勉強会の継続・拡充や、各市町村

主催の職員講習会の広域的開催を図る。 

対象市町村 ・全市町村 

スケジュール（案） ・短期期間中に勉強会の継続・拡充を図る。 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法

の検討

・合同訓練の実施

 

 

オ PR・広報活動の共同化 

【取組内容】 

概要 ■PR・広報活動の継続・拡充 

現状定期的に実施されている下水道 PR 活動やイベントを、複数市町村や流

域下水道で合同開催及び継続することで、汚水処理の啓発を図る。 

また、接続促進業務の委託等を共同で発注することも検討する。 

対象市町村 ・実施要望のあった県内 51 市町村及び佐賀県基山町※ 

スケジュール（案） ・短期期間中にイベントや広報の継続・拡充を図る。 

また、中期以降で接続促進業務の共同発注も検討する。 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法

の検討

・合同訓練の実施

 

※佐賀県基山町は宝満川流域下水道の関連自治体としての参加 

 

勉強会や講習会 
の実施・拡充 

イベント・広報活動の継続・拡充 
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カ 災害時対応の共同化 

【取組内容】 

概要 ■広域 BCP の策定 

広域 BCP 内に記載する共有資機材リストの作成やリストの精度向上のため、リ

ストに記載する資機材の選定を行う。また、選定した資機材の市町村の保有状

況や資機材共有時のルールを作成することで、資機材リスト及び共有ルールを

作成する。 

また、上記内容を踏まえた全県での広域 BCP の策定を行う。 

■合同訓練の実施 

広域 BCP の内容に基づいた訓練（一次調査訓練、机上訓練）を行い、発災時の

迅速な対応や、広域で対応する意識づけを行う。 

また、訓練の方法や結果、気づきを関連市町村間で共有することで、より実用

性の高い訓練になり、それらの内容を広域 BCP の見直しに活かすことが可能と

なる。 

対象市町村 ・全市町村 

スケジュール（案） ・短期中に合同訓練の実施や資機材リストの作成を目指す。 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・実施方法

の検討

・合同訓練の実施

・共有資機材リストの作成

 

キ 庁内事務の共同化 

【取組内容】 

概要 ■責任技術者登録の一元化 

■排水設備工事登録の一元化 

各市町村が個別に実施している責任技術者登録・排水設備工事店登録業務につ

いて、登録機関、運営、申請様式等を各ブロックや県下で統一し、業務の共同

化を図る。 

対象市町村 ・実施要望のあった県内 51 市町村 

スケジュール（案） ・短期中に実施方針や共同化内容を検討し、中期以降の実施を目指す。 

短期（～5年）
R5～R9

中期（～10年）
R10～R14

長期（～30年）
R15～R34

・共同化の実施・実施方法の検討

 



95 

 

４４  広広域域化化・・共共同同化化ロローードドママッッププ  

（１）施設の統廃合等（ハードメニュー） 

取組時期

短期（～5年間） 中期（～10年間） 長期（～30年間）

（R5～R9） （R10～R14） （R15～R34）

1 直方市 農集 上頓野地区 福岡県 流域 遠賀川中流浄化センター
接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

2 直方市 農集 下境地区 福岡県 流域 遠賀川中流浄化センター
接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

3 直方市 コミプラ 頓野住宅団地 福岡県 流域 遠賀川中流浄化センター 接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

4 宗像市 漁集 鐘崎地区 宗像市 公共 宗像終末処理場 施工 広域化の実施(R5)

5 中間市 コミプラ 中鶴 福岡県 流域 遠賀川下流浄化センター 事業実施
廃止施設の撤去等
の実施

6 中間市 コミプラ 曙 福岡県 流域 遠賀川下流浄化センター 事業実施
廃止施設の撤去等
の実施

7 芦屋町 公共 芦屋町浄化センター 北九州市 公共 皇后崎浄化センター

8 遠賀町 農集 遠賀北部第２地区 福岡県 流域 遠賀川下流浄化センター 広域化の実施(R8)

9 遠賀町 農集 老良地区 福岡県 流域 遠賀川下流浄化センター 広域化の実施(R7)

10 福岡県 流域 遠賀川中流浄化センター 福岡県 流域 遠賀川下流浄化センター

11 苅田町 農集 片島地区 苅田町 公共 苅田町浄化センター
接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

12 みやこ町 農集 本町地区 みやこ町 公共 豊津浄化センター
接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

多
々
良
川

13 須恵町 農集 皿山地区 福岡県 流域 多々良川浄化センター

14 福岡市 農集 小田地区 福岡市 公共 新西部水処理センター

15 福岡市 農集 宮浦地区 福岡市 公共 新西部水処理センター

16 福岡市 漁集 宮浦地区（漁集） 福岡市 公共 新西部水処理センター

17 福岡市 農集 西浦地区 福岡市 公共 新西部水処理センター

18 福岡市 漁集 西浦地区（漁集） 福岡市 公共 新西部水処理センター

19 福岡市 農集 曲渕地区 福岡市 公共 西部水処理センター

20 福岡市 農集 勝馬地区 福岡市 公共 西戸崎水処理センター

21 福岡市 漁集 弘地区 福岡市 公共 西戸崎水処理センター

22 筑紫野市 農集 御笠処理区 福岡県 流域 宝満川上流浄化センター 広域化の実施(R5)

23 筑紫野市 農集 阿志岐処理区 福岡県 流域 宝満川上流浄化センター 広域化の実施(R5)

24 筑紫野市 農集 吉木処理区 福岡県 流域 宝満川上流浄化センター 広域化の実施(R5)

25 筑紫野市 農集 平等寺処理区 福岡県 流域 御笠川浄化センター 広域化の実施(R7)

26 筑紫野市 農集 山口処理区 福岡県 流域 御笠川浄化センター 広域化の実施(R7)

27 古賀市 農集 小山田処理区 古賀市 公共 古賀水再生センター
統廃合計画策定業
務委託（R4）

広域化の実施(R8)

28 糸島市 農集 西堂処理区 福岡市 公共 新西部水処理センター

29 糸島市 農集 三坂処理区 糸島市 公共 前原下水管理センター 接続検討
※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

30 糸島市 農集 瀬戸処理区 糸島市 公共 前原下水管理センター 接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

31 糸島市 農集 白糸処理区 糸島市 公共 前原下水管理センター 接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

接続検討
※

関係機関協議

接続検討※

関係機関協議

接続検討※

関係機関協議

接続検討※

関係機関協議

接続検討※

関係機関協議

接続検討※

関係機関協議

処
理
施
設
の
統
廃
合

北
九
州
西
部

接続検討※

関係機関協議

接続検討※

関係機関協議

北
九
州
東
部

接続検討※

関係機関協議

福
岡

接続検討
※

関係機関協議

接続検討※

関係機関協議

接続検討※

関係機関協議

自治体 事業 施設名 自治体 事業 施設名 令和4年までに実施

取
組
内
容

ブ
ロ
ッ

ク

ケ
ー

ス
番

号

廃止側 受入側

 
※取組時期の記述は、その時期での実施を目指して検討・協議を進めることを意味し、実施時期を確約するものではない。 

検討・協議の結果、見直しや広域化・共同化メニューの取り止めの可能性もある。 

■事業の記載方法 流域：流域下水道、公共：単独公共下水道、農集：農業集落排水、漁集：漁業集落排水、コミプラ：コミュニティプラント
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取組時期

短期（～5年間） 中期（～10年間） 長期（～30年間）

（R5～R9） （R10～R14） （R15～R34）

32 久留米市 農集 三明寺・善院地区 久留米市 公共 田主丸浄化センター
接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

33 久留米市 農集 富本・隈・西郷地区 久留米市 公共 田主丸浄化センター
接続検討

※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

34 久留米市 農集 柴刈地区 久留米市 公共 田主丸浄化センター
接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

35 久留米市 農集 柴刈地区 久留米市 公共 南部浄化センター
接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

36 久留米市 農集 富本・隈・西郷地区 久留米市 公共 南部浄化センター
接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

37 久留米市 農集 赤司地区 久留米市 公共 南部浄化センター
接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

38 久留米市 農集 南部地区 久留米市 公共 南部浄化センター
接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

39 うきは市 公共 屋部浄化センター うきは市 公共 吉井浄化センター
接続検討※

関係機関協議
計画変更、設計

施工
広域化の実施

40 うきは市 農集 高田・今泉処理区 うきは市 公共 吉井浄化センター
接続検討

※

関係機関協議
計画変更、設計

施工
広域化の実施

41 朝倉市 農集 上寺地区 接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

42 朝倉市 農集 蜷城地区 接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

43 朝倉市 農集 中島浄化センター うきは市 公共 吉井浄化センター 接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

44 朝倉市 農集 朝倉地区 朝倉市 公共 朝倉中央浄化センター 接続検討
※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

45 朝倉市 農集 大福地区 朝倉市 公共 朝倉中央浄化センター 接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

46 朝倉市 農集 宮野地区 朝倉市 公共 朝倉中央浄化センター 接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

47 朝倉市 公共 秋月浄化センター 接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

48 朝倉市 農集 安川長谷山地区 接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

49 筑前町 公共 三輪中央浄化センター 福岡県 流域 宝満川浄化センター

50 筑前町 農集 上高場地区 福岡県 流域 宝満川浄化センター

51 筑前町 農集 栗田地区 福岡県 流域 宝満川浄化センター

52 大刀洗町 農集 大堰水処理センター 接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

53 大刀洗町 農集 栄田水処理センター 接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

54 大牟田市 公共 北部浄化センター 大牟田市 公共 南部浄化センター 接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

55 みやま市 公共 上長田浄化センター 福岡県 流域 矢部川浄化センター

56 みやま市 農集 広瀬・小田地区 福岡県 流域 矢部川浄化センター

県
南

接続検討※

関係機関協議

接続検討※

関係機関協議

処
理
施
設
の
統
廃
合

久
留
米

近隣の下水処理場へ接続

近隣の下水処理場へ接続

近隣の下水処理場へ接続

近隣の下水処理場へ接続

接続検討※

関係機関協議

接続検討※

関係機関協議

接続検討※

関係機関協議

近隣の下水処理場へ接続

近隣の下水処理場へ接続

自治体 事業 施設名 自治体 事業 施設名 令和4年までに実施

取
組
内
容

ブ
ロ
ッ

ク

ケ
ー

ス
番

号

廃止側 受入側

 

※取組時期の記述は、その時期での実施を目指して検討・協議を進めることを意味し、実施時期を確約するものではない。 

検討・協議の結果、見直しや広域化・共同化メニューの取り止めの可能性もある。 

■事業の記載方法 流域：流域下水道、公共：単独公共下水道、農集：農業集落排水、漁集：漁業集落排水、コミプラ：コミュニティプラント 
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取組時期

短期（～5年間） 中期（～10年間） 長期（～30年間）

（R5～R9） （R10～R14） （R15～R34）

57 鞍手町 し尿 鞍手町衛生センター 福岡県 流域
遠賀川下流浄化セン
ター

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

58 宗像地区事務組合 し尿 宗像浄化センター 宗像市 公共 宗像終末処理場 広域化の実施(R6)

59
遠賀・中間地域広
域行政事務組合

（芦屋町）
し尿 曲水苑 芦屋町 公共 芦屋町浄化センター

60
遠賀・中間地域広
域行政事務組合

（岡垣町）
し尿 曲水苑 岡垣町 公共 岡垣町浄化センター

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

61
遠賀・中間地域広
域行政事務組合

し尿 曲水苑 福岡県 流域
遠賀川下流浄化セン
ター

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

62 苅田町 し尿
苅田町清掃事務所第二
工場

苅田町 公共 苅田町浄化センター 広域化の実施(R6)

63 築上町 し尿
築上町第1・第2有機液
肥製造施設

築上町 公共 椎田浄化センター
接続検討

※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

64 行橋市 し尿 音無苑 行橋市 公共 行橋浄化センター
接続検討

※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

65
吉富町外一町環境

衛生事務組合
し尿 周防苑（し尿処理場） 豊前市 公共 豊前市浄化センター 広域化の実施(R5)

66 朝倉市 し尿 汚泥再生処理センタ－ 筑前町 公共 三輪中央浄化センター
接続検討

※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

67
うきは久留米環境

施設組合
し尿 耳納衛生センター 接続検討

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

68 両筑衛生施設組合 し尿 両筑苑
接続検討

※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

69 大牟田市 し尿
大牟田市東部環境セン
ター

大牟田市 公共 南部浄化センター
接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

70 筑後市 し尿 筑後市衛生センター 福岡県 流域 矢部川浄化センター
接続検討

※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

71 古賀市 公共 古賀水再生センター 福岡市 公共 東部水処理センター

72 福津市 公共 福間浄化センター 福岡市 公共 東部水処理センター

73 福津市 公共 津屋崎浄化センター 福岡市 公共 東部水処理センター

74 糸島市 公共 前原下水管理センター 福岡市 公共 西部水処理センター

75 久留米市 公共 中央浄化センター 久留米市 公共 南部浄化センター
接続検討

※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

76 久留米市 公共 田主丸浄化センター 久留米市 公共 南部浄化センター
接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

77 うきは市 公共 吉井浄化センター
接続検討

※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

78 うきは市 公共 浮羽浄化センター
接続検討※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

県
南

79 大牟田市 公共 北部浄化センター 大牟田市 公共 南部浄化センター
接続検討

※

関係機関協議

関係機関協議
計画変更、設計、
施工

広域化の実施

県
を
跨
い
だ
処
理
施
設
の
統
廃
合

久
留
米

80
基山町

（佐賀県）
公共

けやき台処理場
基山ニュータウン処理
場
本桜処理場
きやま台処理場

福岡県 流域 宝満川浄化センター 計画変更、設計

・流域幹線の整備
・基山汚水ポンプ
場の整備
・幹線供用開始
(R8)

汚
泥
処
理
の
共
同
化

福
岡

接続検討※

関係機関協議

接続検討
※

関係機関協議

接続検討
※

関係機関協議

接続検討※

関係機関協議

久
留
米

近隣の下水処理場で共同処理

近隣の下水処理場で共同処理

し
尿
処
理
場
の
統
廃
合

北
九
州
西
部

接続検討
関係機関協議

北
九
州
東
部

久
留
米

近隣の下水処理場へ接続

近隣の下水処理場へ接続

県
南

自治体 事業 施設名 自治体 事業 施設名 令和4年までに実施

取
組
内
容

ブ
ロ
ッ

ク

ケ
ー

ス
番

号

廃止側 受入側

 

※取組時期の記述は、その時期での実施を目指して検討・協議を進めることを意味し、実施時期を確約するものではない。 

検討・協議の結果、見直しや広域化・共同化メニューの取り止めの可能性もある。 

■事業の記載方法 流域：流域下水道、公共：単独公共下水道、し尿：し尿処理施設 
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（２）業務の効率化等（ソフトメニュー） 

取組時期

短期（～5年間） 中期（～10年間） 長期（～30年間）

（R5～R9） （R10～R14） （R15～R34）

1
ストックマネジメント
計画（管渠）

実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
共同発注の開始

2
ストックマネジメント
計画（施設）

直方市、中間市、
宗像市、宮若市、
水巻町、岡垣町、
遠賀町、鞍手町

・宗像T（宗像市）　　　・岡垣町T（岡垣町）
・該当自治体に位置するポンプ場及び
　マンホールポンプ施設

実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
共同発注の開始

3
ストックマネジメント
計画（管渠）

実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成 共同発注の開始

4
ストックマネジメント
計画（施設）

苅田町、みやこ町
上毛町

・苅田町T（苅田町）　　・豊津T（みやこ町）
・該当自治体に位置するポンプ場及び
　マンホールポンプ施設

実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成 共同発注の開始

5
ストックマネジメント
計画（管渠）

実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
共同発注の開始

6
ストックマネジメント
計画（施設）

宇美町、須恵町、
久山町、粕屋町

・該当自治体に位置するポンプ場及び
　マンホールポンプ施設

実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
共同発注の開始

7
ストックマネジメント
計画（管渠）

実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
共同発注の開始

8
ストックマネジメント
計画（施設）

筑紫野市、古賀市、
福津市、糸島市

・古賀T（古賀市）　　　　・福間T（福津市）
・津屋崎T（福津市）　　　・前原T（糸島市）
・黒磯T（糸島市）
・該当自治体に位置するポンプ場及び
　マンホールポンプ施設

実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
共同発注の開始

9
ストックマネジメント
計画（管渠）

実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
共同発注の開始

10
ストックマネジメント
計画（施設）

久留米市、朝倉市、
小郡市、うきは市、
筑前町、大刀洗町

・中央T（久留米市）　　・南部T（久留米市）
・田主丸T（久留米市）　・屋部T（うきは市）
・吉井T（うきは市）　　・浮羽T（うきは市）
・朝倉中央T（朝倉市）　・秋月T（朝倉市）
・三輪中央T（筑前町）
・該当自治体に位置するポンプ場及び
　マンホールポンプ施設

実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
共同発注の開始

11
ストックマネジメント
計画（管渠）

実現可能性の検討
発注方式等の検討

みやま市、筑後市、
八女市、広川町
での先行実施

大牟田市も含めた
広域化の実施

12
ストックマネジメント
計画（施設）

大牟田市、八女市、
筑後市、大川市、
みやま市、広川町

・北部T（大牟田市）　　・南部T（大牟田市）
・大川市T（大川市）　　・上長田T（みやま市）
・該当自治体に位置するポンプ場及び
　マンホールポンプ施設

実現可能性の検討
発注方式等の検討

みやま市、筑後市、
八女市、広川町
での先行実施

大牟田市も含めた
広域化の実施

北
九
州
西
部

13
保守点検業務の共同化
(管渠)

実施可能性の検討
合意形成
共同発注の開始

14
保守点検業務の共同化
(処理場)

豊前市、みやこ町、
吉富町、築上町、
上毛町

・豊前T（豊前市）　　　・豊津T（みやこ町）
・吉富T（吉富町）　　　・椎田T（築上町）
・築上T（築上町）

実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
吉富町、築上町
上毛町での先行実施

豊前市、みやこ町も含
めた広域化の実施

15
保守点検業務の共同化
(管渠)

実施可能性の検討

合意形成
苅田町、吉富町、
築上町、上毛町での先
行実施

行橋市、豊前市、みや
こ町も含めた広域化の
実施

多
々
良
川

16
保守点検業務の共同化
(管渠)

実施可能性の検討
合意形成
宇美町、久山町、
粕屋町での先行実施

須恵町を含めた
広域化の実施

17
保守点検業務の共同化
(処理場)

古賀市、福津市、
糸島市

・古賀T（古賀市）　　　・福間T（福津市）
・津屋崎T（福津市）　　・前原T（糸島市）
・黒磯T（糸島市）

実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
共同発注の開始

18
保守点検業務の共同化
(管渠)

実施可能性の検討
合意形成
共同発注の開始

19
保守点検業務の共同化
(処理場)

久留米市、
うきは市、
朝倉市、筑前町

・中央T（久留米市）　　・南部T（久留米市）
・田主丸T（久留米市）　・屋部T（うきは市）
・吉井T（うきは市）　　・浮羽T（うきは市）
・朝倉中央T（朝倉市）　・秋月T（朝倉市）
・三輪中央T（筑前町）

実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
共同発注の開始

20
保守点検業務の共同化
(管渠)

実施可能性の検討
合意形成
共同発注の開始

県
南

21
保守点検業務の共同化
(管渠)

実施可能性の検討
災害時リスクの検討

合意形成
共同発注の開始

取
組
内
容

ブ
ロ
ッ

ク

ケ
ー

ス
番
号

広域的な
連携メニュー

市町村名（連携に関わる施設名等）

委
託
業
務
の
共
同
発
注

北
九
州
西
部

直方市、中間市、宗像市、宮若市、水巻町、岡垣町、遠賀町、鞍手町

北
九
州
東
部

苅田町、みやこ町、上毛町

多
々
良
川

宇美町、須恵町、久山町、粕屋町

福
岡

筑紫野市、春日市、大野城市、太宰府市、古賀市、福津市、糸島市、
那珂川市、新宮町

久
留
米

久留米市、小郡市、うきは市、朝倉市、筑前町、大刀洗町

県
南

大牟田市、八女市、筑後市、みやま市、広川町

直方市、中間市、宗像市、宮若市、水巻町、岡垣町、遠賀町、小竹町、
鞍手町

北
九
州
東

部 行橋市、豊前市、苅田町、みやこ町、吉富町、築上町、上毛町

大牟田市、柳川市、八女市、筑後市、大川市、みやま市、広川町

宇美町、須恵町、久山町、粕屋町

福
岡

筑紫野市、春日市、大野城市、太宰府市、古賀市、福津市、糸島市、
那珂川市、新宮町

久
留
米

久留米市、小郡市、うきは市、朝倉市、筑前町

維
持
管
理
業
務
の
共
同
化

 

※取組時期の記述は、その時期での実施を目指して検討・協議を進めることを意味し、実施時期を確約するものではない。 

検討・協議の結果、見直しや広域化・共同化メニューの取り止めの可能性もある。 

■施設名などの『T』は浄化センターの略
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取組時期

短期（～5年間） 中期（～10年間） 長期（～30年間）

（R5～R9） （R10～R14） （R15～R34）

22
設備台帳
(処理施設、ポンプ場)

直方市、水巻町、
岡垣町

該当自治体に位置する下水道及び集落排水施設
実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
共同発注の開始

23 施設台帳（管渠）

発注方式等の検討
合意形成
岡垣町、鞍手町での
先行実施

短期実施自治体以外も
含めた広域化の実施

24
設備台帳
(処理施設、ポンプ場)

苅田町、みやこ町、
築上町、上毛町

該当自治体に位置する下水道及び集落排水施設
実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
共同発注の開始

25 施設台帳（管渠）
実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
共同発注の開始

多
々
良
川

26 施設台帳（管渠）
実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
宇美町、久山町、
粕屋町での先行実施

須恵町を含めた
広域化の実施

27
設備台帳
(処理施設、ポンプ場)

筑紫野市、古賀市、
福津市、糸島市

該当自治体に位置する下水道及び集落排水施設
実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
共同発注の開始

28 施設台帳（管渠）
実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
共同発注の開始

29
設備台帳
(処理施設、ポンプ場)

久留米市、小郡市、
うきは市、朝倉市、
筑前町、大刀洗町

該当自治体に位置する下水道及び集落排水施設
実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
共同発注の開始

30 施設台帳（管渠）
実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
共同発注の開始

31
設備台帳
(処理施設、ポンプ場)

大牟田市、みやま市 該当自治体に位置する下水道及び集落排水施設
実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
共同発注の開始

32 施設台帳（管渠）
実現可能性の検討
発注方式等の検討

合意形成
共同発注の開始

人
材
育
成

全
ブ
ロ
ッ

ク

33 勉強会の開催

とびうめ下水道場や雨
水対策研究会の継続
上記以外の合同勉強会
の実施

P
R
・
広
報

全
ブ
ロ
ッ

ク

34
PRイベントの開催
下水道の接続促進・
啓発活動

PR活動の継続
流域下水道による年1
回の下水道展など

接続促進業務の
共同委託

35 BCPの策定
広域BCPの策定
共有資機材リストの作
成及び共同購入

36 災害時合同訓練の実施
BCPに基づいた合同訓
練の開催

全
ブ
ロ
ッ

ク

37
責任技術者事務の
一元化

実施体制の検討 共同化の実施

全
ブ
ロ
ッ

ク

38
排水設備工事事務の一
元化

実施体制の検討 共同化の実施

多
々
良
川

39
システムの共同化
（積算システム）

実施体制の検討
効果確認

共同化の実施

久
留
米

40
システムの共同化
(窓口対応と料金徴収)

実施体制の検討
効果確認
久留米市、朝倉市
での先行実施

共同化の実施

取
組
内
容

ブ
ロ
ッ

ク

ケ
ー

ス
番
号

広域的な
連携メニュー

市町村名（連携に関わる施設名等）

実施要望のあった県内51市町村及び佐賀県基山町

台
帳
シ
ス
テ
ム
整
備
・
保
守
の
共
同
化

北
九
州
西
部

直方市、中間市、宗像市、宮若市、水巻町、岡垣町、遠賀町、小竹町、
鞍手町

北
九
州
東
部 みやこ町、築上町、上毛町

宇美町、須恵町、久山町、粕屋町

福
岡

筑紫野市、春日市、大野城市、太宰府市、古賀市、福津市、糸島市、
那珂川市

久
留
米

久留米市、小郡市、うきは市、朝倉市、筑前町

県
南

大牟田市、柳川市、八女市、筑後市、大川市、みやま市、広川町

全自治体

災
害
時
対
応

全
ブ
ロ
ッ

ク

全自治体

全自治体

庁
内
事
務

実施要望のあった県内51市町村
（短期参入：27自治体、中期参入：24自治体）

実施要望のあった県内51市町村
（短期参入：27自治体、中期参入：24自治体）

宇美町、須恵町

ブロック内全自治体

 
※取組時期の記述は、その時期での実施を目指して検討・協議を進めることを意味し、実施時期を確約するものではない。 

検討・協議の結果、見直しや広域化・共同化メニューの取り止めの可能性もある。 

 



 

 

 

 

 

 

第３章 

広域化・共同化実施による効果 
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第第３３章章  広広域域化化・・共共同同化化実実施施にによよるる効効果果  

１１  経経費費回回収収率率のの予予測測  

広域化・共同化計画の取組を実施しない場合（計画実施前）と実施した場合（計画実施後）

の財政シミュレーションをそれぞれ実施し、経営状況の変化を予測・比較することで、計画実

施における経営改善の効果を確認した。 

また、比較する指標は経費回収率とし、将来予測には『下水道事業における長期収支見通し

の推計モデル（通称：Model G）』を使用した。 

なお、予測の基準年度は Model G の最新基準年である令和元年度としている。 

 

（１）広域化・共同化を実施しない場合 

現況ベースで財政シミュレーションを行った場合、福岡県全体では経費回収率が微減傾向に

あるが、今後 20 年程度は 100％以上を維持できる想定である。しかし、それ以降は人口減少の

影響で 100％を達成できない見込みとなっており、長期的な経営改善が必要なことがわかる。 

 

 
 

経費回収率：使用料収入（円）/汚水処理費用（円） 

⇒経費回収率とは、使用料収入で汚水処理費用（資本費＋維持管理費）を確保できているか

を確認する指標である。 

経費回収率が 100％を下回っている場合、使用料収入が不足しているため一般財源の補填が

行われていると考えられる。そのため、経費回収率が高いと健全な経営であると言え、100％

を越えることが望ましい。 
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（２）広域化・共同化実施による効果 

広域化・共同化計画の取組を実施しない場合（計画実施前）と実施した場合（計画実施後）

の経費回収率を比較し、経営改善の効果を予測した。 

予測の結果、経営改善が期待される結果となり、2050 年（令和 32 年）では、経費回収率が全

県単位で 2.4%改善することがわかった。また、ブロック別においても経費回収率の改善が確認

でき、ブロック別に 0.1～12.1％の改善効果が確認された。 

 

 

 
 

 

+2.4% +2.3% 
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ブロック 2019 2030 2050 改善効果

R1 R12 R32 (②-①)

全県 実施前① 111.8% 103.5% 96.3%

実施後② 111.8% 105.8% 98.7% 2.4%

北九州西部 実施前① 101.1% 86.2% 74.3%

実施後② 101.1% 87.4% 75.5% 1.2%

北九州東部 実施前① 102.8% 86.6% 74.6%

実施後② 102.8% 86.9% 75.0% 0.4%

嘉飯・田川 実施前① 95.6% 91.2% 78.3%

実施後② 95.6% 91.3% 78.4% 0.1%

多々良川流域 実施前① 95.8% 97.2% 101.1%
実施後② 95.8% 100.8% 102.3% 1.2%

福岡 実施前① 126.2% 120.5% 117.5%
実施後② 126.2% 122.0% 118.6% 1.1%

久留米 実施前① 96.7% 90.2% 78.4%
実施後② 96.7% 95.5% 84.1% 5.8%

県南 実施前① 89.2% 80.8% 62.7%
実施後② 89.2% 89.7% 74.9% 12.1%

経費回収率
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２２  チチェェッッククリリスストトのの作作成成  

広域化・共同化計画のブロック別のとりまとめ及び策定以後の取組内容の評価のために、チ

ェックリストを作成した。チェックリストの記載内容は以下のとおりである。 

 

・計画メニュー：市町村ごとの広域化・共同化メニューを記載 

・長期収支の確認：ブロック別の下水道事業の経営改善状況を記載 

・その他効果：定量的効果を算定できない計画メニューの実施による定性的効果を記載 

・行動指標：各メニューの検討・実施状況や進捗の確認をするための取組を記載 

 

以下にブロック別のチェックリストを示す。 

 

■北九州西部ブロック 

検討ブロック 北九州西部ブロック

評価項目 北九州市 直方市 中間市 宗像市 宮若市 芦屋町 水巻町 岡垣町 遠賀町 小竹町 鞍手町

処理施設統廃合 ○ ○ ○ ○ ― ○ ― ― ○ ― ―

汚泥処理の共同化 ― ― ― ○ ― ○ ― ○ ○ ― ○

委託業務の共同発注 ストックマネジメント計画（管渠） ― ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ― ○

ストックマネジメント計画（施設） ― ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ― ○

維持管理業務の共同化 保守点検業務の共同化(処理場) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

保守点検業務の共同化(管渠) ― ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○

台帳システム整備・保守
の共同化

設備台帳(処理施設、ポンプ場) ― ○ ― ― ― ― ○ ○ ― ― ―

施設台帳（管渠） ― ○ ○ ○ ○ ― ○ ○ ○ ○ ○

人材育成の共同化 勉強会の開催 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

下水道PR・広報活動
の共同化

PRイベントの開催、
下水道の接続促進・啓発活動

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

災害時対応の共同化 BCPの策定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

災害時合同訓練の実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

庁内事務の共同化
排水設備指定工事業者
の事務の一元化

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

責任技術者の事務の一元化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

汚水処理費
（百万円）

計画実施前：
R1年→R12年→R32年
計画実施後：
R1年→R12年→R32年

経費回収率
（％）

計画実施前：
R1年→R12年→R32年
計画実施後：
R1年→R12年→R32年

執行体制面 平常時

災害時

人材育成

その他

担当者会議

ブロック会議

災害時合同訓練の実施

勉強会

101.1%→86.2%→74.3%
101.1%→87.4%→75.5%

計
画
メ
ニ

ュ
ー

長
期
収
支
の
確
認

行
動
指
標

そ
の
他
の
効
果

適宜

年2回

年1回

年1回以上

ハ
ー

ド

ソ
フ
ト

維持管理業務の包括的民間委託による、職員負担の軽減
及びブロック内でのノウハウの共有など、自治体の交流の活発化

被災時の早期復旧や対応の迅速化、相互扶助による被災自治体の負担の軽減

職員不足の補完及び技術継承の活発化

工事業者の負担軽減
下水道PRによる接続促進及び下水道のイメージ向上

17,258→18,655→18,661
17,258→18,319→18,366
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■北九州東部ブロック 
検討ブロック 北九州東部ブロック

評価項目 北九州市 行橋市 豊前市 苅田町 みやこ町 吉富町 上毛町 築上町

処理施設統廃合 ― ― ― ○ ○ ― ― ―

汚泥処理の共同化 ― ○ ○ ○ ― ○ ― ○

委託業務の共同発注 ストックマネジメント計画（管渠） ― ― ― ○ ○ ― ○ ―

ストックマネジメント計画（施設） ― ― ― ○ ○ ― ○ ―

維持管理業務の共同化 保守点検業務の共同化(処理場) ― ― ○ ― ○ ○ ○ ○

保守点検業務の共同化(管渠) ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

台帳システム整備・保守
の共同化

設備台帳(処理施設、ポンプ場) ― ― ― ○ ○ ― ○ ○

施設台帳（管渠） ― ― ― ― ○ ― ○ ○

人材育成の共同化 勉強会の開催 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

下水道PR・広報活動
の共同化

PRイベントの開催、
下水道の接続促進・啓発活動

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

災害時対応の共同化 BCPの策定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

災害時合同訓練の実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

庁内事務の共同化
排水設備指定工事業者
の事務の一元化

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

責任技術者の事務の一元化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

汚水処理費
（百万円）

計画実施前：
R1年→R12年→R32年
計画実施後：
R1年→R12年→R32年

経費回収率
（％）

計画実施前：
R1年→R12年→R32年
計画実施後：
R1年→R12年→R32年

執行体制面 平常時

災害時

人材育成

その他

担当者会議

ブロック会議

災害時合同訓練の実施

勉強会

維持管理業務の包括的民間委託による、職員負担の軽減
及びブロック内でのノウハウの共有など、自治体の交流の活発化

被災時の早期復旧や対応の迅速化、相互扶助による被災自治体の負担の軽減

職員不足の補完及び技術継承の活発化

工事業者の負担軽減
下水道PRによる接続促進及び下水道のイメージ向上

14,523→15,881→15,888
14,523→15,831→15,812

102.8%→86.6%→74.6%
102.8%→86.9%→75.0%

計
画
メ
ニ

ュ
ー

ハ
ー

ド

ソ
フ
ト

長
期
収
支
の
確
認

そ
の
他
の
効
果

行
動
指
標

適宜

年2回

年1回

年1回以上
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■嘉飯・田川ブロック 

検討ブロック 嘉飯・田川ブロック

評価項目 飯塚市 田川市 嘉麻市 桂川町 香春町 添田町 糸田町 川崎町 大任町 福智町 赤村

人材育成の共同化 勉強会の開催 ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ―

下水道PR・広報活動
の共同化

PRイベントの開催、
下水道の接続促進・啓発活動

○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ―

災害時対応の共同化 BCPの策定 ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ―

災害時合同訓練の実施 ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ―

庁内事務の共同化
排水設備指定工事業者
の事務の一元化

○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ―

責任技術者の事務の一元化 ○ ― ― ― ― ― ― ○ ― ― ―

汚水処理費
（百万円）

計画実施前：
R1年→R12年→R32年
計画実施後：
R1年→R12年→R32年

経費回収率
（％）

計画実施前：
R1年→R12年→R32年
計画実施後：
R1年→R12年→R32年

執行体制面 平常時

災害時

人材育成

その他

担当者会議

ブロック会議

災害時合同訓練の実施

勉強会

職員不足の補完及び技術継承の活発化

計
画
メ
ニ

ュ
ー

長
期
収
支
の
確
認

そ
の
他
の
効
果

行
動
指
標

ソ
フ
ト

被災時の早期復旧や対応の迅速化、相互扶助による被災自治体の負担の軽減

庁内事務に関する職員負担の軽減

999→963→962
999→962→961

95.6%→91.2%→78.3%
95.6%→91.3%→78.4%

年1回以上

年1回

年2回

適宜

工事業者の負担軽減
下水道PRによる接続促進及び下水道のイメージ向上
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■多々良川流域ブロック 

検討ブロック 多々良川流域ブロック

評価項目 宇美町 篠栗町 志免町 須恵町 久山町 粕屋町

ハ
ー
ド

処理施設統廃合 ― ― ― ○ ― ―

委託業務の共同発注 ストックマネジメント計画（管渠） ○ ― ― ○ ○ ○

ストックマネジメント計画（施設） ○ ― ― ○ ○ ○

維持管理業務の共同化 保守点検業務の共同化(管渠) ○ ― ― ○ ○ ○

台帳システム整備・保守
の共同化

施設台帳（管渠） ○ ― ― ○ ○ ○

人材育成の共同化 勉強会の開催 ○ ○ ○ ○ ○ ○

下水道PR・広報活動
の共同化

PRイベントの開催、
下水道の接続促進・啓発活動

○ ○ ○ ○ ○ ○

災害時対応の共同化 BCPの策定 ○ ○ ○ ○ ○ ○

災害時合同訓練の実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○

庁内事務の共同化
排水設備指定工事業者
の事務の一元化

○ ○ ○ ○ ○ ○

責任技術者の事務の一元化 ○ ○ ○ ○ ○ ○

システムの共同化
（積算システム）

○ ― ― ○ ― ―

汚水処理費
（百万円）

計画実施前：
R1年→R12年→R32年
計画実施後：
R1年→R12年→R32年

経費回収率
（％）

計画実施前：
R1年→R12年→R32年
計画実施後：
R1年→R12年→R32年

執行体制面 平常時

災害時

人材育成

その他

担当者会議

ブロック会議

災害時合同訓練の実施

勉強会

ソ
フ
ト

計
画
メ
ニ

ュ
ー

そ
の
他
の
効
果

2,697→2,703→2,702
2,697→2,606→2,671

95.8%→97.2%→101.1%
95.8%→100.8%→102.3%

長
期
収
支
の
確
認

維持管理業務の包括的民間委託による、職員負担の軽減
及びブロック内でのノウハウの共有など、自治体の交流の活発化

被災時の早期復旧や対応の迅速化、
相互扶助による被災自治体の負担の軽減

職員不足の補完及び技術継承の活発化

工事業者の負担軽減
下水道PRによる接続促進及び下水道のイメージ向上

適宜

年2回

年1回

年1回以上

行
動
指
標
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■福岡ブロック 

検討ブロック 福岡ブロック

評価項目 福岡市 筑紫野市 春日市 大野城市 太宰府市 古賀市 福津市 糸島市 那珂川市 新宮町

処理施設統廃合 ○ ○ ― ― ― ○ ― ○ ― ―

汚泥処理の共同化 ○ ― ― ― ― ○ ○ ○ ― ―

委託業務の共同発注 ストックマネジメント計画（管渠） ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ストックマネジメント計画（施設） ― ○ ― ― ― ○ ○ ○ ― ―

維持管理業務の共同化 保守点検業務の共同化(処理場) ― ― ― ― ― ○ ○ ○ ― ―

保守点検業務の共同化(管渠) ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

台帳システム整備・保守
の共同化

設備台帳(処理施設、ポンプ場) ― ○ ― ― ― ○ ○ ○ ― ―

施設台帳（管渠） ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ―

人材育成の共同化 勉強会の開催 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

下水道PR・広報活動
の共同化

PRイベントの開催、
下水道の接続促進・啓発活動

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

災害時対応の共同化 BCPの策定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

災害時合同訓練の実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

庁内事務の共同化
排水設備指定工事業者
の事務の一元化

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

責任技術者の事務の一元化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

汚水処理費
（百万円）

計画実施前：
R1年→R12年→R32年
計画実施後：
R1年→R12年→R32年

経費回収率
（％）

計画実施前：
R1年→R12年→R32年
計画実施後：
R1年→R12年→R32年

執行体制面 平常時

災害時

人材育成

その他

担当者会議

ブロック会議

災害時合同訓練の実施

勉強会

維持管理業務の包括的民間委託による、職員負担の軽減
及びブロック内でのノウハウの共有など、自治体の交流の活発化

被災時の早期復旧や対応の迅速化、相互扶助による被災自治体の負担の軽減

職員不足の補完及び技術継承の活発化

工事業者の負担軽減
下水道PRによる接続促進及び下水道のイメージ向上

29,863→30,830→30,843
29,863→30,447→30,559

126.2%→120.5%→117.5%
126.2%→122.0%→118.6%

計
画
メ
ニ

ュ
ー

ハ
ー

ド

ソ
フ
ト

長
期
収
支
の
確
認

そ
の
他
の
効
果

行
動
指
標

適宜

年2回

年1回

年1回以上
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■久留米ブロック 

検討ブロック 久留米ブロック

評価項目 久留米市 小郡市 うきは市 朝倉市 筑前町 大刀洗町 東峰村 基山町

処理施設統廃合 ○ ― ○ ○ ○ ○ ― ―

汚泥処理の共同化 ○ ― ○ ○ ○ ― ― ―

県を跨いだ
処理施設統廃合

― ― ― ― ― ― ― ○

委託業務の共同発注 ストックマネジメント計画（管渠） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ―

ストックマネジメント計画（施設） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ―

維持管理業務の共同化 保守点検業務の共同化(処理場) ○ ― ○ ○ ○ ― ― ―

保守点検業務の共同化(管渠) ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ―

台帳システム整備・保守
の共同化

設備台帳(処理施設、ポンプ場) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ―

施設台帳（管渠） ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ―

人材育成の共同化 勉強会の開催 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

下水道PR・広報活動
の共同化

PRイベントの開催、
下水道の接続促進・啓発活動

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

災害時対応の共同化 BCPの策定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

災害時合同訓練の実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

庁内事務の共同化
排水設備指定工事業者
の事務の一元化

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ―

責任技術者の事務の一元化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ―

システムの共同化
（窓口対応と料金徴収）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ―

汚水処理費
（百万円）
※基山町を除く

計画実施前：
R1年→R12年→R32年
計画実施後：
R1年→R12年→R32年

経費回収率
（％）
※基山町を除く

計画実施前：
R1年→R12年→R32年
計画実施後：
R1年→R12年→R32年

執行体制面 平常時

災害時

人材育成

その他

担当者会議

ブロック会議

災害時合同訓練の実施

勉強会

計
画
メ
ニ

ュ
ー

6,982→6,921→6,924
6,982→6,539→6,449

96.7%→90.2%→78.4%
96.7%→95.5%→84.1%

ソ
フ
ト

ハ
ー

ド

長
期
収
支
の
確
認

そ
の
他
の
効
果

維持管理業務の包括的民間委託による、職員負担の軽減
及びブロック内でのノウハウの共有など、自治体の交流の活発化

被災時の早期復旧や対応の迅速化、相互扶助による被災自治体の負担の軽減

職員不足の補完及び技術継承の活発化

工事業者の負担軽減
下水道PRによる接続促進及び下水道のイメージ向上

適宜

年2回

年1回

年1回以上

行
動
指
標
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■県南ブロック 

検討ブロック 県南ブロック

評価項目 大牟田市 柳川市 八女市 筑後市 大川市 みやま市 広川町 大木町

処理施設統廃合 ○ ― ― ― ― ○ ― ―

汚泥処理の共同化 ○ ― ― ○ ― ― ― ―

委託業務の共同発注 ストックマネジメント計画（管渠） ○ ― ○ ○ ― ○ ○ ―

ストックマネジメント計画（施設） ○ ― ○ ○ ○ ○ ○ ―

維持管理業務の共同化 保守点検業務の共同化(管渠) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ―

台帳システム整備・保守
の共同化

設備台帳(処理施設、ポンプ場) ○ ― ― ― ― ○ ― ―

施設台帳（管渠） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ―

人材育成の共同化 勉強会の開催 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

下水道PR・広報活動
の共同化

PRイベントの開催、
下水道の接続促進・啓発活動

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

災害時対応の共同化 BCPの策定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

災害時合同訓練の実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

庁内事務の共同化
排水設備指定工事業者
の事務の一元化

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

責任技術者の事務の一元化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

汚水処理費
（百万円）

計画実施前：
R1年→R12年→R32年
計画実施後：
R1年→R12年→R32年

経費回収率
（％）

計画実施前：
R1年→R12年→R32年
計画実施後：
R1年→R12年→R32年

執行体制面 平常時

災害時

人材育成

その他

担当者会議

ブロック会議

災害時合同訓練の実施

勉強会

維持管理業務の包括的民間委託による、職員負担の軽減
及びブロック内でのノウハウの共有など、自治体の交流の活発化

被災時の早期復旧や対応の迅速化、相互扶助による被災自治体の負担の軽減

職員不足の補完及び技術継承の活発化

工事業者の負担軽減
下水道PRによる接続促進及び下水道のイメージ向上

2,478→2,375→2,371
2,478→2,139→1,986

89.2%→80.8%→62.7%
89.2%→89.7%→74.9%

計
画
メ
ニ

ュ
ー

ハ
ー

ド

ソ
フ
ト

長
期
収
支
の
確
認

そ
の
他
の
効
果

行
動
指
標

適宜

年2回

年1回

年1回以上
 

 

 

 

 





 

 

 

 

 

 

第４章 

進捗管理 
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第第４４章章  進進捗捗管管理理  

１１  PPDDCCAA ササイイククルル  

 計画の目的である、持続可能な事業運営を確保するため，各取組のＰＤＣＡサイクルによる

進捗管理を行う。 

また、短期取組での検討結果やその時点の情勢を踏まえて、本計画策定から 5 年後を目途に

広域化・共同化計画の見直しを実施することで、広域化・共同化計画のスパイラルアップを行

う。 

 

 

 

出典：広域化・共同化計画策定マニュアル（改訂版）令和 2 年度 4 月 
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２２  処処理理場場統統廃廃合合、、汚汚泥泥処処理理のの共共同同化化  

処理場統廃合、汚泥処理の共同化の進捗管理のイメージ図を以下に示す。実施に向けて、関

連市町村での検討や協議、調整が必要になる。 

検討、協議の結果実施が困難となった場合には、次回の広域化・共同化計画の見直しで削除

とする。 

 

 

 

３３  ブブロロッックク会会議議等等のの継継続続体体制制  

ブロックリーダー及び福岡県を主体とした定期的なブロック会議の開催や、当事者間による

協議の継続により、広域化・共同化計画の進捗の確認を実施する。 

 

市町村 A(受入側) 市町村 B(廃止側) 県 

構想の見直し 
(統廃合の有効性
を詳細に確認) 

広域化・共同化
計画の見直し 

検討内容の確認  

事業計画変更 
設計、工事など 

令和 1～4 年度 広域化・共同化計画作成 

市町村間の協定  協定内容の確認  

合意 

実施困難 

広域化・共同化計画
の見直しで削除 
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